
本
町
の
財
政
状
況
に
つ
き
ま
し
て

は
、
平
成
28
年
度
よ
り
大
変
厳
し
い

状
況
が
続
い
て
お
り
ま
し
た
が
、
町

民
の
皆
様
の
ご
理
解
、ご
協
力
を
頂
き
、

一
定
の
改
善
が
見
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

心
か
ら
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。
依
然

と
し
て
課
題
は
多
く
厳
し
い
状
況
で

は
あ
り
ま
す
が
、
ス
ク
ラ
ッ
プ
ア
ン

ド
ビ
ル
ド
に
よ
る
選
択
と
集
中
の
視

点
で
現
行
事
業
の
見
直
し
を
図
り
、

本
町
の
財
政
力
に
見
合
っ
た
効
率
的

か
つ
効
果
的
な
予
算
編
成
を
行
っ
て

お
り
ま
す
。
な
お
、
こ
れ
ま
で
減
額

し
て
い
た
三
役
給
与
、
管
理
職
手
当
、

議
会
政
務
活
動
費
、
議
員
費
用
弁
償
、

委
員
報
酬
を
条
例
な
ど
で
定
め
ら
れ

た
額
に
戻
し
て
お
り
ま
す
。

今
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算
は
、

前
年
度
比
７
億
４
６
０
０
万
円
増
の

１
２
３
億
９
８
０
０
万
円
を
計
上
し

ま
し
た
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
の
終
息
が
見
え
な
い
中
で
は
あ

り
ま
す
が
、
昨
年
度
に
引
き
続
き
国
、

県
と
連
携
し
、
ワ
ク
チ
ン
接
種
事
業

を
着
実
に
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。

新
規
事
業
と
し
ま
し
て
は
、
長
年

の
課
題
で
あ
っ
た
小
中
学
校
の
ト
イ

レ
の
洋
式
化
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま

す
。
ま
た
、
特
定
妊
婦
や
要
支
援
及

び
要
保
護
児
童
対
策
、
子
ど
も
の
貧

困
な
ど
、
妊
娠
期
か
ら
子
育
て
期
ま

で
切
れ
目
の
な
い
支
援
に
取
り
組
む

た
め
、「
こ
ど
も
家
庭
セ
ン
タ
ー
」
を

設
置
し
、
産
婦
健
診
、
産
後
ケ
ア
事

業
を
行
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
社
会
福
祉
士
、
心
理
士

な
ど
の
専
門
性
の
高
い
職
員
を
配
置

し
、
教
育
、
福
祉
、
子
育
て
環
境
の

充
実
強
化
を
図
り
ま
す
。

ま
た
、
利
便
性
向
上
の
た
め
、
町

県
民
税
（
普
通
徴
収
）、
固
定
資
産
税
、

軽
自
動
車
税
（
種
別
割
）
及
び
上
下

水
道
料
金
の
ス
マ
ホ
決
済
を
導
入
し

ま
す
。

町
勢
の
発
展
を
め
ざ
し
邁
進
し
て

い
き
ま
す
の
で
、
町
民
の
皆
様
に
お

か
れ
ま
し
て
は
、
今
後
と
も
ご
理
解
、

ご
協
力
の
ほ
ど
よ
ろ
し
く
お
願
い
い

た
し
ま
す
。

西
原
町
長
　
崎  

原
　
盛  

秀

な
お
、
予
算
の
詳
細
・
そ
の
他
説
明
資

料
に
つ
い
て
は
西
原
町
の
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
で
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。

※
ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
↓
財
政
↓
予
算

一般会計
歳出

123.9億円

一般会計
歳入

123.9億円

町民の皆様へ

【参考②】令和４年度末町債残高見込　８４億５，８１８万円 【参考①】令和４年度末全基金残高見込　１９億２，４６５万円

令和4年度

西原町
当初予算の
概　要

令和4年度

西原町
当初予算の
概　要

平和で人間性豊かなまちづくり
【新規】コロナ対策町立小学校トイレ改修事業　６，３９９万円
コロナ対策としてトイレの洋式化改修を行います。
【新規】コロナ対策町立中学校トイレ改修事業　４，７１６万円
コロナ対策としてトイレの洋式化改修を行います。
【新規】コロナ対策西原幼稚園空調・換気設備整備事業　３，６１２万円
コロナ対策として空調・換気設備整備事業を行います。
・特別支援教育支援員派遣事業　３，２４０万円
特別な支援を必要とする児童生徒に対して、特別支援教育支援
員を配置します。
・学習支援員等派遣事業　３，０４２万円
特に個別支援が必要な児童を中心に学習支援を行います。
・西原まつり運営事業　１，７６４万円
2年に1度開催される西原まつりへ向けての準備及び当日の運
営等を行います。
【新規】校内自立支援室事業　４７９万円
不登校児童生徒等に対し、多様な学習の機会を確保します。
【拡充】地域学校協働本部事業　４４３万円
地域全体で学校の教育活動を支援します。また、学校運営協議
会制度(コミュニティスクール）の導入に取り組みます。
【新規】復帰５０周年記念資料デジタル化・写真展事業　３５７万円
沖縄県本土復帰50周年記念として、写真展や資料のデジタル
化を行います。
【新規】世界のニシハランチュ大会事業　１３９万円
世界のニシハランチュ大会を開催し、各国関係者との交流を深
めます。

安全で環境にやさしいまちづくり
・東部消防組合負担金事業　５億３，７５５万円
西原町・与那原町・南風原町で構成している東部消防組合の運
営費を負担します。
・南部広域行政組合負担金事業　２億８，１５１万円
ごみ焼却施設や最終処分場建設などに対する費用を構成市町
村で負担します。
・リサイクルヤード建設事業　５，２５６万円
資源ごみを整理・保管するリサイクルヤードの整備を行います。

健康と福祉のまちづくり
・障害者自立支援給付費等給付事業　９億７，８５６万円
障がいのある方が安定した生活を営めるよう支援を行います。
・障害児通所給付費等支援事業　３億４，０６８万円
障がいのある子が安定した生活を営めるよう支援を行います。
【拡充】放課後児童健全育成事業　１億４，６８４万円
子ども達が放課後に安心して過ごせるよう、放課後児童クラブ
へ補助を行います。また、対象施設を2か所追加し、待機児童解
消を図ります。
【拡充】こども医療費助成事業　１億１，３８１万円
子育て世帯の医療費の一部負担額への補助を、中学生まで拡
充します。
・新型コロナウイルスワクチン接種事業　1億６７８万円
新型コロナウイルスワクチン接種を行います。
【新規】保育士等処遇改善臨時特例事業　２，７１４万円
教育・保育・学童の現場で働く職員の処遇を改善します。
【新規】産婦健診・産後ケア事業　５９２万円
産婦健診を実施し、出産後育児不安、産後うつなどの体調不良
がある方を支援します。

豊かで活力のあるまちづくり
・西原西地区土地区画整理事業　５億２，９００万円(※特別会計)
西原西地区(棚原・徳佐田・翁長の一部)の区画整理を進めます。
・棚原１号線防災対策事業　２，１００万円
棚原1号線の詳細設計を行います。
【新規】桃原池田線函渠長寿命化修繕事業　１，３５０万円
桃原地内の老朽化している函渠の修繕を行います。
【新規】観光PR振興事業　１，０１６万円
西原町観光まちづくり協会へ補助金を交付し、観光PRを促進し
ます。
・農業次世代人材投資事業　３７５万円
若者の就農支援を行います。

今年度の主な事業

西原町の家計簿 西原町が月収25万円（年収300万円）の家庭と想定
した場合のひと月の家計簿内訳はというと・・・

人件費
扶助費
公債費
普通建設事業費
物件費

補助費等

繰出金
維持補修費
その他

特別職（三役）、議員、職員、会計年度任用職員などの給料・手当に係るお金
児童福祉、障がい者福祉、老人福祉、保育所運営などに係るお金
町債（町の借金）の返済に係るお金
道路、橋りょう、学校などの施設整備に係るお金
物品の購入や光熱水費の支払い、事業の委託などに係るお金
東部消防組合などの一部事務組合への負担金や各種団体への補助金など
に係るお金
一般会計から国民健康保険などの特別会計へ支出されるお金
道路や学校など、町が管理する公共施設の維持補修に係るお金
災害復旧、基金（町の貯金）の積立などに係るお金

用語解説（歳出）
町税
分担金・負担金
使用料・手数料
繰入金
財産収入

地方交付税

譲与税・交付金
国・県支出金
町債
その他

町民税、固定資産税、軽自動車税、町たばこ税などの税金
町が行う特定のサービスを受けた方が支払うお金（保育料など）
町の施設の使用や住民票発行など、利用した方が支払うお金
基金（町の貯金）を取り崩して、繰り入れるお金
町が所有する財産の売払いや貸付、太陽光売電などによる収入
どの地域でも一定の行政サービスが受けられるよう、地方自治体の人口や
面積等によって国から配分されるもの
国や県が徴収した税が、一定の基準に基づき市町村に配分されるもの
特定の目的の事業などの財源として、国や県から交付されるお金
事業を行うために、国や銀行などから借り入れるお金（町の借金）
寄附金、繰越金、諸収入など

用語解説（歳入）

支　出
医療・介護・保育費（扶助費） 7.8万円
子どもへの仕送り（補助費・繰出金） 5.2万円
食費（人件費） 4.3万円
光熱水費・通信費・日用品等（物件費） 3.3万円
ローンの返済（公債費） 2.0万円
家のリフォーム費用（普通建設事業費等） 1.7万円
家電等修理代（維持補修費・その他） 0.7万円
　合計 25.0万円
　　　　　ローン残高（【参考②】を年収換算） 204.7万円

収　入
給料 9.1万円
　世帯主給料（町税） 7.8万円
　パート・雑収入（使用料・負担金等） 1.3万円
親からの援助 14.5万円
（国・県支出金・地方交付税・譲与税等）
ローンの借入（町債） 0.5万円
貯金からの引き出し（繰入金） 0.9万円
合計 25.0万円
　　　　　　　貯金残高（【参考①】を年収換算） 46.6万円

{ {

歳入（一般会計）歳出（一般会計）
(  )は構成比(  )は構成比

自主財源 
49.6億円
 (40%)

依存財源
 74.3億円 
(60%)

町税,
 38.5億円
 (31%)

町債
 2.6億円
(2%)

国・県支出金
40.4億円
(33%)

譲与税・交付金
10.3億円(8%)

地方交付税 
21.0億円(17%)

財産収入・その他
 3.6億円(3%)

繰入金 
4.5億円 (4%)

使用料・手数料
1.8億円(1%)

分担金・負担金
1.2億円 (1%)

義務的経費
69.9億円
 (56%)

投資的経費
8.6億円
 (7%)

その他の経費
45.4億円(37%)

維持補修費・その他 
3.6億円(3%)

人件費
 21.1億円
(17%)

扶助費
 38.8億円 
(31%)

公債費 
10.0億円(8%)普通建設事業費等

8.6億円(7%)

物件費
 16.3億円
 (13%)

繰出金
 11.9億円(10%)

補助費等
13.6億円(11%)

3 2広報 にしはら No.603 R4.5.1 広報 にしはら No.603 R4.5.1


